
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

53% 54% 92%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
目標値の設定根拠：平成25年度から平成27年度までにおける総務省が関与したICT分野の受注実績の単年度あたりの平均値

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総務省設置法第４条第１項第５７、５８、５９号

主要政策・施策

641

規制・展開可能性調査、実
証実験や官民ミッション派
遣年度から3年以内に事業
化等件数5件を達成する。

実施方法

平成29年度

％

ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業 担当部局庁 国際戦略局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 国際政策課 課長　大森　一顕

事業名

会計区分

2年度

1,200

翌年度へ繰越し ▲ 498

計

令和元年度

その他の事項経費

▲ 1,152

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

3年度要求

予算
の状
況

30年度

ICTインフラプロジェクトを相手国のニーズに応じて「パッケージ」で提案し、我が国におけるICTや知見・ノウハウを含めた成功事例を他国へ横展開するとと
もに、新規分野の開拓、重点国への戦略的支援を推進することによって、案件受注に向けて戦略的な対外広報や展開ステージ（案件発掘、案件提案、案件
形成）の移行を促進する。

1,100 -

606

- -

▲ 1,090 -

規制・展開可能性調査、実
証事業、官民ミッション派
遣、セミナー実施年度から3
年以内における事業化や
日本企業の受注等件数

※事業実施年度からの経
過年数が3年未満のため、
平成29年度、平成30年度
及び令和元年度成果実績
は暫定値

500補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

377

1,0901,152

590

-

平成27年度
事業終了

（予定）年度
令和3年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

我が国が強みを有する質の高いICTインフラの輸出を加速させることにより、海外展開の対象国における総合的な課題解決に貢献するとともに、我が国ICT
インフラの国際競争力強化を推進する。また、インフラシステム輸出戦略における2020年を目標とした約30兆円のインフラシステム受注に貢献する。

前年度から繰越し - 498

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） 件

令和2年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

608 1,187 1,539 1,424 1,500

986 1,363

執行率（％） 97% 83% 89%

-

5

-

「インフラシステム輸出戦略」（令和2年7月改訂）
「成長戦略フォローアップ」（令和2年7月閣議決定）
「経済財政運営と改革の基本方針2020」（令和2年7月閣議決
定）

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

120 160

5

8 4

5

80 -

-

-

- -

334 1,500

関係する
計画、通知等

達成度

6

5

年度 年度5

ＩＴ戦略

2年度当初予算

247

82

4

0.5委員等旅費

諸謝金

計

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

事業内容の拡充による増額となった。

3年度要求

55

1

0.7

事業番号 0151

0.2

334 1,500

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

情報通信技術研究開発調
査費

情報通信国際戦略推進業
務庁費

職員旅費

1,402

41



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

2年度
活動見込

3年度
活動見込

-

7

-

2

2年度
活動見込

3年度
活動見込

- -

30 24

我が国のICT産業の海外展開を推進することは国が実施す
べき事業である。

○

評　価項　　目

ICT産業は我が国の経済成長を支える重要な産業であり、少
子高齢化の進展に伴い国内市場の縮小が見込まれる中、経
済成長の持続のためには海外需要の取り入れが重要である
ことから、ICT産業の国際競争力の強化を図ることは社会
ニーズに合致している。

-17 -

執行額／実証実験、規制・展開可能性調査実施件数

17 17

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

百万円

活動指標

計算式 　　/

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

33 26 18

18 22 29

平成29年度 30年度 令和元年度

活動実績

令和元年度

百万円

活動実績 件

当初見込み 件

30年度 令和元年度

21 37 42

　　/ 1,109/30

官民ミッション団派遣・セミナー等実施件数

5.6

平成29年度

件

52/26

17.2 23.8 29.7 37

計算式

実証実験、規制・展開可能性調査実施件数

261/7

2年度活動見込

6.5 2

361/21

37 -

目標値 件

ICT産業は我が国の経済成長を支える重要な産業であり、ま
た、海外需要の取り入れは政府の政策上重要な課題である
ことから、政策体系の中で優先度の高い事業である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

30年度 令和元年度

単位

執行額／官民ミッション団派遣・セミナー等実施件数

単位当たり
コスト

30年度 令和元年度

単位当たり
コスト

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

評価に関する説明

9 12 19 - -

目標値 件 8 8 -

○

国
費
投
入
の
必
要
性

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

10 8 8

213/33

30年度

100/18

8 -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

官民ミッション、セミナー・シンポジウム、モデルシステムの構築・運営（実証事業）等を実施することにより、我が国ICT企業が海外展開する際に、より
一層の事業化・受注等が促進されることとなるため、諸外国への我が国ICT企業の海外展開を支援し、各国の課題解決に貢献することに寄与する。

定量的指標

26

事業所管部局による点検・改善

881/37 1,248/42

2年度活動見込

平成29年度

年度年度

37.3

中間目標 目標年度

平成29年度

平成29年度

実績値 件 42

単位

目標年度

年度 年度

中間目標

国内外におけるセミナー・シンポジウム等の開催、官民
ミッション団派遣等の実施回数

ICT海外展開の推進の実施回数（モデルシステム（地デ
ジ、ICT防災システム等）の構築・運営等の実施件数）

実績値 件

施策 6. ICT分野における国際戦略の推進

政策 V.情報通信（ICT政策）

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

測
定
指
標



事業実施対象国政府の情勢変化により、現地政府のプロ
ジェクトに関するスケジュールが大幅に後ろ倒しとなり、令和
元年度内の契約が困難となったため。

事業番号 事業名所管府省名

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

案件毎の必要性について精査し、調査内容や実証事業の実施対象国等について、本邦企業の案件獲得に向けて優先度の高いものに限定す
るなど、引き続き効率的な予算の執行に努める。
また、過年度に実施した案件の実施内容、執行額、成果等をとりまとめ、各案件の進捗管理を行う。
加えて、本事業で実施する案件について、外部有識者による中立・公正な評価・助言等を得ることにより、効果的・効率的な事業実施を図る。

我が国が国際的に強みを有する質の高いICTインフラシステムについて、本邦企業の国際展開を円滑に進めるために必要な調査・実証等を実
施した。成果実績としては、事業実施から３年以内に５件の案件受注・事業化の成果目標を掲げているところ、令和元年度新たに案件受注等を
達成した件数は4件であり、成果目標の達成に向けた取組を一層加速させるため、引き続き、相手国政府に対して我が国ICTインフラシステム
の優位性を効果的に働きかけ、実施する必要がある。

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

外部有識者による点検の対象外

更なる経費の効率化を図るため、案件の精査・経費の見直し等を引き続き徹底する。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

実施・請負先の選定においては、一般競争入札方式により
透明性・競争性を確保している。一者入札となった案件も
あったことから、入札辞退者に対するヒアリングの実施等、競
争参加者の掘り起こし等の改善策を講じている。なお、入札
辞退者は、体制が整わなかったため入札を辞退したとのこと
であった。
少額随意契約の場合は複数業者から見積りを取得し、最も
経済性に優れた事業者を選定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

執
行
等
改

善

単位当たりコスト等の水準は妥当か。
価格と品質等の観点から、競争入札により最も優れた提案
者を選定していることから、単位当たりコストの水準は妥当で
ある。

○

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事業の請負にあたっては、事前に複数者から見積を取得し、
コストの削減に努めている。

行政事業レビュー推進チームの所見

事業実施から3年以内に５件の案件受注・事業化の成果目
標を掲げているところ、元年度の実績は4件であるが、今後
も、事業化に繋がるように引き続き取組が必要。

実施案件については項目毎の単価や必要性について精査を
行い、優先度の高いものに限定している。

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

効率的な予算の執行により、各種調査研究や実証事業等に
ついて、当初の見込み以上の活動実績を上げることができて
いる。

○

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

無

点検結果

ICTシステムの海外展開は民間事業者にも裨益することか
ら、実証実験の実施等にあたっては、応分の負担を求めてい
る。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

0.9

A.（株）ティーネットジャパン

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

外国出張

使　途

調査費

B.事務費
金　額

(百万円）

145

費　目 使　途

計 145 計 0.9

職員旅費
米国のデータ放送等を活用した防災情報配
信システムの展開

費　目

平成31年度 総務省 0139

0129

平成30年度 0125

平成29年度 0131

平成25年度

平成26年度 平成27年度新27-0030 平成28年度新27-0018

平成22年度 平成23年度 平成24年度

総務省

１，３６３百万円

・実施テーマ、対象国の選定

・プロジェクトの進捗管理

Ａ 民間企業等（55者）

【一般競争契約（総合評価）】等

１，３５８百万円

・実施可能性調査

・各種現地調査、実証実験

Ｂ 事務費

５百万円

・職員旅費、諸謝金 等



支出先上位１０者リスト

A.

B

（株）ティーネットジャ
パン

パシフィックコンサル
タンツ（株）

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）

独立行政法人日本
貿易振興機構

 一般社団法人日本
ネットワークインフォ
メーションセンター
（JPNIC）

ソフトバンク（株）

（株）日立製作所

(株)三菱総合研究所

Nomura Research
Institute singapore
Pte.Ltd

（株）日立ソリューショ
ンズ

- - -

外国出張 0.3 その他 - - -

職員１０

職員９ - 外国出張 0.2

- 外国出張 0.2 その他 - - -

職員７

職員６ - 外国出張 0.3 その他 - - -

-

その他

9

1 93.3％

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

5 1 99.4％

1 96.7％

4

8

7

6

1

10

89％

7010001064648

2010405003693

4010005004371

9010401052465

7010001008844

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（総合評価）

6010001030403

-

2

3

1 98.1％

法　人　番　号

8013401001509

6470001002109 145

1 99.6％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

8010701019462

米国のデータ放送等を活
用した防災情報配信システ
ムの展開

自動車IoTデータを活用し
たインシデント情報検知シ
ステムに関する展開可能性
調査の請負
マレーシアにおける社会課
題解決のためのスマートシ
ティモデル構築に関する調
査研究

アフリカにおける情報通信・
郵便分野の情報収集・調査
事業の請負

インド太平洋地域における
インターネット資源管理と運
営に関わる動向と各種課
題に関する調査研究

コロンビア共和国における
精密（IoT）農業の普及可能
性にかかる調査の請負

1

2

-

職員２ - 外国出張 0.6

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

職員１ - 外国出張 0.9 その他 - -

その他 - - -

職員３ - 外国出張 0.5 その他 - - -

6

7

4

5

職員４ - 外国出張 0.4 その他 - - -

10

8

9

職員８ - 外国出張 0.2 その他 - - -

職員５ - 外国出張 0.3 その他 - - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

70

59

54

39

39

39 1 96.4％

44

1 99.4％

一般競争契約
（総合評価）

51

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

100％

1 96.4％

1

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（最低価格）

ベトナム社会主義共和国の
郵便事業体における社会
保障関連業務の高度化に
向けた調査研究の請負

質の高いICTインフラ輸出
促進及び自由で開かれた
インド太平洋ビジョンの実
現に資するための国際海
底光通信ケーブル市場に
関する調査研究の請負

フィリピンにおけるブロード
バンド網整備支援に関する
調査研究の請負

低緯度地域における高緯
度測位技術を活用した効率
的営林システムの実証

44



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1


	行政事業レビューシート

